
 
 
 

高知県の雇用失業情勢（令和３年１月分） 

令和３年１月における高知県の雇用失業情勢の概要をとりまとめましたので発表します。（高知労働局では、公共職

業安定所（ハローワーク）における求人、求職、就職の状況をとりまとめ、求人倍率などの指標を作成し、高知県の

雇用失業情勢として毎月公表しています。） 

 

雇用失業情勢は、緩やかに持ち直している。新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に
注意する必要がある。 

 

○ 有効求人倍率（季調値）は1.06倍で、前月に比べ0.06ポイント上回り、２か月連続１倍台となった。 
・有効求人数（季調値）は13,643人で、前月に比べ605人（4.6％）増加し、８か月連続の増加。 

・有効求職者数（季調値）は12,864人で、前月に比べ▲221人（▲1.7％）減少し、２か月連続の減少。 
                                       （第１－１表参照） 

 

○ 新規求人倍率（季調値）は1.85倍で、前月に比べ0.17ポイント下回り、２か月ぶりの減少となった。 

・新規求人数（季調値）は4,896人で、前月に比べ▲129人（▲2.6％）減少し、５か月ぶりの減少。 

・新規求職者数（季調値）は2,646人で、前月に比べ155人（6.2％）増加し、２か月ぶりの増加。 
                                    （第１－１表参照） 

○  正社員有効求人倍率（原数値）は0.77倍で、前年同月に比べ0.02ポイント減少した。 
                                        （第１－２表参照） 

 

〇 新規求人数（原数値）は5,177人で、前年同月に比べ▲697人（▲11.9％）減少し、13か月連続の減

少となった。                                                        （第１－３表参照） 
産業別にみると、  
・増加…建設業（81人、17.6％）、運輸業，郵便業（53人、40.5％）、医療，福祉（51人、3.5％）など４業種 

・減少…卸売業，小売業（▲467人、▲39.4％）公務，その他（▲105人、▲18.3％）、宿泊業，飲食サービス業（▲73

人、▲20.7％）など９業種 
                                       （第２－１表参照） 

 

〇 新規求職者数（原数値）は2,764人で、前年同月に比べ▲369人（▲11.8％）減少し、10か月連続の

減少となった。                                     （第１－３表参照） 
 
〇 就職件数は672件で、前年同月に比べ▲91件（▲11.9％）減少し、10か月連続の減少となった。 

        （第３表参照） 
 

〇 雇用保険被保険者数は196,550人で、前年同月に比べ▲661人（▲0.3％）減少し、14か月連続の減少

となった。                                   （第４表参照） 
 

※全国の有効求人倍率（季調値）は1.10倍で、前月に比べ0.05ポイント増加した。なお、高知県は全国で30番目。 
                                                                                        （第６表参照） 
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　　　   高知労働局職業安定部職業安定課 

第１-1表　求人倍率等（学卒を除きパートを含む、季調値 )の推移

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(月平均) (月平均) (月平均) (月平均)

1.13 1.20 1.27 1.27

0.15 0.07 0.07 0.00

15,237 15,539 15,914 15,852

7.3 2.0 2.4 ▲ 0.4 ▲ 1.5 ▲ 227 3.3 409 1.0 132 2.0 253 4.6 605

13,467 12,925 12,485 12,492

▲ 6.8 ▲ 4.0 ▲ 3.4 0.1 ▲ 1.0 ▲ 129 ▲ 0.2 ▲ 23 0.9 119 ▲ 0.9 ▲ 124 ▲ 1.7 ▲ 221

1.73 1.79 1.93 1.93

0.21 0.06 0.14 0.00

5,761 5,737 5,892 5,800

5.7 ▲ 0.4 2.7 ▲ 1.6 ▲ 8.9 ▲ 506 1.1 49 2.0 95 4.9 234 ▲ 2.6 ▲ 129

3,334 3,200 3,058 3,001

▲ 7.1 ▲ 4.0 ▲ 4.4 ▲ 1.9 ▲ 0.4 ▲ 13 ▲ 1.0 ▲ 25 2.9 75 ▲ 6.5 ▲ 173 6.2 155

（注）１．季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和２年12月以前の数値は、令和３年１月分公表時に新季節指数により改定されている。

　　　２．年度欄は原数値、年度欄下段は対前年度差または比。

　　　３．「前年同月」「最近3カ月の状況」「当月」の有効及び新規求人倍率の下段は前月差。新規・有効の求人数及び求職者数の下段左欄は対前月比(%)、同右欄は前月差(人)。

第１-2表　求人倍率等（学卒を除きパートを含む、原数値）の推移

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(月平均) (月平均) (月平均) (月平均)

1.13 1.20 1.27 1.27

0.15 0.07 0.07 0.00

15,237 15,539 15,914 15,852

7.3 2.0 2.4 ▲ 0.4 ▲ 2.7 ▲ 422 ▲ 21.0 ▲ 3,386 ▲ 17.8 ▲ 2,769 ▲ 14.8 ▲ 2,249 ▲ 11.8 ▲ 1,794

13,467 12,925 12,485 12,492

▲ 6.8 ▲ 4.0 ▲ 3.4 0.1 ▲ 1.4 ▲ 166 5.0 607 6.2 732 6.1 687 4.4 513

0.59 0.70 0.73 0.76

0.09 0.11 0.03 0.03

 正社員有効求人数 全数に占める割合 5,525 6,080 6,151 6,309 6,142 40.5 5,832 45.7 5,847 45.7 5,903 45.7 5,984 44.8

7.8 10.0 1.2 2.6 ▲ 0.6 ▲ 35 ▲ 11.3 ▲ 746 ▲ 7.8 ▲ 495 ▲ 6.4 ▲ 402 ▲ 2.6 ▲ 158

 正社員有効求職者数 全数に占める割合 9,328 8,719 8,432 8,290 7,763 66.9 8,286 64.6 8,081 64.6 7,649 64.4 7,791 64.3

▲ 8.8 ▲ 6.5 ▲ 3.3 ▲ 1.7 ▲ 3.0 ▲ 241 0.9 73 3.0 232 2.5 184 0.4 28

1.61 1.49 1.57 1.54

0.14 ▲0.12 0.08 ▲0.03

 パート有効求人数 全数に占める割合 6,432 6,024 6,188 6,297 5,862 38.7 4,483 35.1 4,534 35.4 4,603 35.6 4,863 36.4

7.7 ▲ 6.3 2.7 1.8 ▲ 1.7 ▲ 102 ▲ 29.1 ▲ 1,840 ▲ 23.5 ▲ 1,392 ▲ 18.1 ▲ 1,020 ▲ 17.0 ▲ 999

 パート有効求職者数 全数に占める割合 3,997 4,055 3,947 4,089 3,801 32.7 4,432 34.6 4,355 34.8 4,151 34.9 4,213 34.7

▲ 1.8 1.5 ▲ 2.7 3.6 3.6 132 11.8 467 12.1 470 12.4 458 10.8 412

（注）１．「年度」の下段は対前年度差または比。「前年同月」「最近3カ月の状況」「当月」の有効求人倍率の下段は前年同月差。

　　　２．正社員及びパートの「前年同月」「最近3カ月の状況」「当月」の新規求人数及び求職者数の右欄は全数に占める割合(%)、下段左欄は対前年同月比(%)、同右欄は前年同月差(人)。

前年同月

前年同月

令和2年1月

1.24

0.00

1.79

1.31

15,201

12,280

▲ 0.16

令和2年1月

▲ 0.01

前年度比、前年同月比、差

パート有効求人倍率(倍)

前年度差、前年同月差

前年度比、前年同月比、差

前年度比、前年同月比、差

前年度差、前年同月差

前年度比、前年同月比、差

前年度比、前年同月比、差

正社員有効求人倍率(倍)

 有効求人数

新規求人倍率(倍)

前年度差、前月差

有効求人倍率(倍)

前年度差、前月差

前年度比、前月比、差

 新規求職者数

 新規求人数

前年度比、前年同月比、差

区　　　　　分

 有効求職者数

有効求人倍率(倍)

前年度差、前年同月差

前年度比、前月比、差

前年度比、前月比、差

前年度比、前月比、差

 有効求職者数(全数)

 有効求人数(全数)

区　　　　　分

5,190

2,904

15,156

0.02

▲ 0.09

11,611

0.79

1.54

令和2年10月 令和2年11月 令和2年12月

最近３か月の状況

13,085

0.97 0.97 1.00

0.04 0.00 0.03

1.80 2.02

0.03 ▲ 0.01 0.22

12,653 12,785 13,038

13,090 13,209

令和2年10月 令和2年11月 令和2年12月

4,696 4,791 5,025

2,589 2,664 2,491

最近３か月の状況

11,880

1.02 1.09

▲ 0.32 ▲ 0.30 ▲ 0.27

0.72 0.77

▲ 0.10 ▲ 0.09 ▲ 0.07

12,762 12,798 12,922

12,826 12,509

1.04 1.11

▲ 0.58 ▲ 0.49 ▲ 0.41

1.85

▲ 0.17

4,896

当月

令和3年1月

1.06

0.06

13,643

12,864

2,646

当月

令和3年1月

1.10

▲ 0.21

13,362

12,124

0.77

▲ 0.02

1.15

▲ 0.39

1.01

1.00

0.70

1.81

高知県の雇用失業情勢（令和３年１月）

有効求人倍率（季調値）は1.06倍で、前月に比べ0.06ポイント上回り、２か月連続１倍台となった。
・有効求人数（季調値）は13,643人で、前月に比べ605人（4.6％）増加し、８か月連続の増加。
・有効求職者数（季調値）は12,864人で、前月に比べ▲221人（▲1.7％）減少し、２か月連続の減少。

新規求人倍率（季調値）は1.85倍で、前月に比べ0.17ポイント下回り、２か月ぶりの減少となった。
・新規求人数（季調値）は4,896人で、前月に比べ▲129人（▲2.6％）減少し、５か月ぶりの減少。
・新規求職者数（季調値）は2,646人で、前月に比べ155人（6.2％）増加し、２か月ぶりの増加。

正社員有効求人倍率（原数値）は0.77倍で、前年同月に比べ0.02ポイント減少した。
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第１-3表　新規求人倍率等（学卒を除きパートを含む、原数値）の推移

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(月平均) (月平均) (月平均) (月平均)

1.73 1.79 1.93 1.93

0.21 0.06 0.14 0.00

5,761 5,737 5,892 5,800

5.7 ▲ 0.4 2.7 ▲ 1.6 ▲ 10.4 ▲ 682 ▲ 21.5 ▲ 1,373 ▲ 17.4 ▲ 913 ▲ 6.7 ▲ 356 ▲ 11.9 ▲ 697

3,334 3,200 3,058 3,001

▲ 7.1 ▲ 4.0 ▲ 4.4 ▲ 1.9 ▲ 4.6 ▲ 151 ▲ 11.0 ▲ 308 ▲ 9.4 ▲ 228 ▲ 13.2 ▲ 289 ▲ 11.8 ▲ 369

 正社員新規求人数 全数に占める割合 2,022 2,172 2,184 2,195 2,198 37.4 2,324 46.2 1,864 43.1 2,085 42.1 2,287 44.2

7.5 7.4 0.6 0.5 ▲ 7.0 ▲ 166 ▲ 4.5 ▲ 109 ▲ 6.8 ▲ 135 ▲ 5.3 ▲ 117 4.0 89

 正社員新規求職者数 全数に占める割合 2,342 2,208 2,120 2,042 2,183 69.7 1,680 67.2 1,490 67.5 1,267 66.4 1,863 67.4

▲ 8.7 ▲ 5.7 ▲ 4.0 ▲ 3.7 ▲ 5.4 ▲ 124 ▲ 14.1 ▲ 276 ▲ 11.4 ▲ 191 ▲ 18.5 ▲ 287 ▲ 14.7 ▲ 320

 パート新規求人数 全数に占める割合 2,429 2,217 2,312 2,381 2,416 41.1 1,862 37.1 1,581 36.5 1,934 39.1 1,951 37.7

5.2 ▲ 8.7 4.3 3.0 ▲ 8.5 ▲ 223 ▲ 30.2 ▲ 806 ▲ 17.9 ▲ 345 ▲ 3.2 ▲ 64 ▲ 19.2 ▲ 465

 パート新規求職者数 全数に占める割合 921 919 889 905 925 29.5 806 32.3 707 32.0 590 30.9 846 30.6

▲ 3.2 ▲ 0.2 ▲ 3.3 1.8 ▲ 3.6 ▲ 35 ▲ 2.8 ▲ 23 ▲ 4.6 ▲ 34 ▲ 6.8 ▲ 43 ▲ 8.5 ▲ 79

（注）１．「年度」の下段は対前年度比。「前年同月」「最近3カ月の状況」「当月」の新規求人数及び求職者数の下段左欄は対前年同月比(%)、同右欄は前年同月差(人)。

　　　２．正社員及びパートの「前年同月」「最近3カ月の状況」「当月」の新規求人数及び求職者数の右欄は全数に占める割合(%)、下段左欄は対前年同月比(%)、同右欄は前年同月差(人)。

第2-1表　産業別新規求人の動向（学卒を除きパートを含む、原数値）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(月平均) (月平均) (月平均) (月平均)

　産業計（全数） 5,761 5,737 5,892 5,800

5.7 ▲ 0.4 2.7 ▲ 1.6 ▲ 10.4 ▲ 682 ▲ 21.5 ▲ 1,373 ▲ 17.4 ▲ 913 ▲ 6.7 ▲ 356 ▲ 11.9 ▲ 697

農,林，漁業 110 112 119 104

12.2 1.8 6.3 ▲ 12.6 ▲ 18.3 ▲ 19 ▲ 3.4 ▲ 5 0.0 0 ▲ 10.0 ▲ 10 4.7 4

建設業 401 452 443 453

9.6 12.7 ▲ 2.0 2.3 ▲ 6.1 ▲ 30 ▲ 7.4 ▲ 46 29.4 117 21.9 84 17.6 81

製造業 418 421 444 357

11.5 0.7 5.5 ▲ 19.6 ▲ 12.3 ▲ 53 ▲ 8.7 ▲ 36 9.2 26 ▲ 28.0 ▲ 95 ▲ 5.3 ▲ 20

209 237 203 200

33.1 13.4 ▲ 14.3 ▲ 1.5 ▲ 10.9 ▲ 16 ▲ 2.6 ▲ 5 ▲ 48.3 ▲ 129 ▲ 40.9 ▲ 88 40.5 53

卸売業，小売業 1,368 1,156 1,278 1,273

0.3 ▲ 15.5 10.6 ▲ 0.4 ▲ 20.0 ▲ 296 ▲ 48.3 ▲ 769 ▲ 46.9 ▲ 561 25.1 229 ▲ 39.4 ▲ 467

55 54 46 57

▲ 5.2 ▲ 1.8 ▲ 14.8 23.9 41.3 19 ▲ 3.3 ▲ 2 ▲ 38.7 ▲ 24 11.7 9 ▲ 23.1 ▲ 15

124 132 135 130

▲ 1.6 6.5 2.3 ▲ 3.7 ▲ 29.5 ▲ 56 ▲ 6.2 ▲ 9 ▲ 39.2 ▲ 74 46.3 37 ▲ 21.6 ▲ 29

467 458 430 430

4.7 ▲ 1.9 ▲ 6.1 0.0 ▲ 23.1 ▲ 106 ▲ 18.4 ▲ 87 ▲ 26.0 ▲ 89 ▲ 28.6 ▲ 127 ▲ 20.7 ▲ 73

210 214 214 180

▲ 2.3 1.9 0.0 ▲ 15.9 ▲ 20.5 ▲ 51 ▲ 41.8 ▲ 107 21.1 20 ▲ 40.2 ▲ 66 ▲ 15.2 ▲ 30

121 115 100 123

8.0 ▲ 5.0 ▲ 13.0 23.0 2.9 3 ▲ 30.4 ▲ 28 ▲ 20.0 ▲ 19 18.9 14 ▲ 13.0 ▲ 14

医療，福祉 1,301 1,309 1,322 1,360

5.1 0.6 1.0 2.9 ▲ 1.3 ▲ 20 1.9 26 ▲ 10.7 ▲ 131 ▲ 0.7 ▲ 10 3.5 51

サービス業 536 606 633 604

15.5 13.1 4.5 ▲ 4.6 ▲ 12.4 ▲ 79 ▲ 27.6 ▲ 171 ▲ 12.5 ▲ 72 ▲ 20.4 ▲ 124 ▲ 11.1 ▲ 62

公務，その他 274 277 342 363

4.2 1.1 23.5 6.1 29.9 132 ▲ 39.1 ▲ 100 17.8 42 ▲ 53.5 ▲ 200 ▲ 18.3 ▲ 105

（注）１．記載の業種は主要13業種を抜粋。

　　　２．年度の下段は対前年度比。「前年同月」「最近の３か月の状況」「当月」の下段左欄は対前年同月比(%)、同右欄は前年同月差(人）。

　　　３．平成21年4月分より平成19年11月改定の日本標準産業分類に基づく区分となっている。

前年同月

前年同月

学術研究，専門・技術サービス業

前年度比、前年同月比、差

教育，学習支援業

前年度比、前年同月比、差

前年度差、前年同月差

 新規求職者数(全数)

前年度比、前年同月比、差

主要産業別

前年度比、前年同月比、差

 新規求人数(全数)

前年度比、前年同月比、差

区　　　　　分

前年度比、前年同月比、差

前年度比、前年同月比、差

新規求人倍率(倍)

前年度比、前年同月比、差

宿泊業，飲食サービス業

前年度比、前年同月比、差

前年度比、前年同月比、差

前年度比、前年同月比、差

前年度比、前年同月比、差

金融業，保険業

運輸業，郵便業

前年度比、前年同月比、差

前年度比、前年同月比、差

生活関連サービス業，娯楽業

前年度比、前年同月比、差

前年度比、前年同月比、差

前年度比、前年同月比、差

前年度比、前年同月比、差

前年度比、前年同月比、差

前年度比、前年同月比、差

3,133

379

85

134

1,186

198

557

573

令和2年10月 令和2年11月 令和2年12月

2.01 1.96 2.59

▲ 0.27 ▲ 0.19 0.18

令和2年10月 令和2年11月 令和2年12月

5,025 4,327 4,947

2,499 2,209 1,908

5,025 4,327 4,947

144 132 90

574 515 467

378 308 244

185 138 127

822 634 1,142

58 38 86

136 115 117

88

1,384 1,092 1,371

317

149 115 98

386 253

485

156 278 174

448 504

5,874

当月

令和3年1月

1.87

0.00

5,177

2,764

279

168

当月

令和3年1月

5,177

89

541

359

94

1,516

495

468

184

719

50

105

令和2年1月

1.87

65

460

▲ 0.13

5,874

令和2年1月

352

131

64 76

最近３か月の状況

最近３か月の状況

108

1,465

新規求人数（原数値）は5,177人で、前年同月に比べ▲697人（▲11.9％）減少し、13か月連続の減少となった。

新規求職者数（原数値）は2,764人で、前年同月に比べ▲369人（▲11.8％）減少し、10か月連続の減少となった。

 産業別にみると、
・増加…建設業（81人、17.6％）、運輸業，郵便業（53人、40.5％）、医療，福祉（51人、3.5％）など４業種
・減少…卸売業，小売業（▲467人、▲39.4％）公務，その他（▲105人、▲18.3％）、宿泊業，飲食サービス業（▲73人、▲20.7％）など９業種
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第2-2表　新規常用求職の動向（学卒を除きパートを含む、原数値）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(月平均) (月平均) (月平均) (月平均)

新規常用求職者数（全数） 3,259 3,123 3,005 2,941

前年同月比 、前年同月差 ▲ 7.5 ▲ 4.2 ▲ 3.8 ▲ 2.1 ▲ 5.0 ▲ 164 ▲ 10.9 ▲ 304 ▲ 9.6 ▲ 232 ▲ 15.6 ▲ 341 ▲ 13.0 ▲ 403

全数に占める割合 951 958 921 878 1,002 32.3 639 25.8 644 29.5 567 30.7 899 33.3

前年同月比 ：前年同月差 ▲ 4.2 0.7 ▲ 3.9 ▲ 4.7 ▲ 10.9 ▲ 122 ▲ 14.8 ▲ 111 ▲ 4.6 ▲ 31 ▲ 18.5 ▲ 129 ▲ 10.3 ▲ 103

全数に占める割合 1,956 1,862 1,820 1,824 1,865 60.1 1,631 65.8 1,384 63.3 1,137 61.7 1,618 59.9

前年同月比 、前年同月差 ▲ 8.3 ▲ 4.8 ▲ 2.3 0.2 ▲ 2.0 ▲ 39 ▲ 10.1 ▲ 184 ▲ 10.9 ▲ 170 ▲ 12.7 ▲ 165 ▲ 13.2 ▲ 247

うち事業主都合離職 全数に占める割合 510 559 536 513 438 14.1 465 18.8 349 16.0 282 15.3 393 14.6

前年同月比 、前年同月差 ▲ 26.6 9.6 ▲ 4.1 ▲ 4.3 ▲ 12.0 ▲ 60 ▲ 5.5 ▲ 27 ▲ 13.6 ▲ 55 ▲ 22.3 ▲ 81 ▲ 10.3 ▲ 45

うち自己都合離職 全数に占める割合 1,251 1,219 1,194 1,221 1,338 43.1 1,113 44.9 966 44.2 812 44.0 1,148 42.5

前年同月比 、前年同月差 ▲ 6.8 ▲ 2.6 ▲ 2.1 2.3 1.7 22 ▲ 11.5 ▲ 144 ▲ 11.0 ▲ 119 ▲ 7.8 ▲ 69 ▲ 14.2 ▲ 190

全数に占める割合 353 303 264 239 235 7.6 208 8.4 158 7.2 140 7.6 182 6.7

前年同月比 、前年同月差 ▲ 10.9 ▲ 14.2 ▲ 12.9 ▲ 9.5 ▲ 1.3 ▲ 3 ▲ 4.1 ▲ 9 ▲ 16.4 ▲ 31 ▲ 25.1 ▲ 47 ▲ 22.6 ▲ 53

（注）１．年度の下段は対前年度比。「前年同月」「最近の３か月の状況」「当月」の新規常用求職者数（全数）の下段左欄は対前年同月比(%)、同右欄は前年同月差(人）。

　　　２．「前年同月」「最近の３か月の状況」「当月」の「在職者」「離職者」「無業者」右欄は新規常用求職者(全数)に占める割合。下段左欄は対前年同月比(%)、同右欄は前年同月差(人）。

第３表　就職の状況（学卒を除きパートを含む）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(月平均) (月平均) (月平均) (月平均)

就職件数（全数） 1,242 1,181 1,147 1,080

前年同月比 、前年同月差 ▲ 3.7 ▲ 4.9 ▲ 2.9 ▲ 5.8 ▲ 15.6 ▲ 141 ▲ 15.5 ▲ 155 ▲ 16.2 ▲ 149 ▲ 17.1 ▲ 145 ▲ 11.9 ▲ 91

全数に占める割合 458 458 455 417 330 43.3 360 42.5 343 44.5 280 39.8 298 44.3

前年同月比 、前年同月差 ▲ 4.2 0.0 ▲ 0.7 ▲ 8.4 ▲ 16.9 ▲ 67 ▲ 17.4 ▲ 76 ▲ 12.3 ▲ 48 ▲ 16.7 ▲ 56 ▲ 9.7 ▲ 32

全数に占める割合 408 377 370 384 239 31.3 336 39.6 270 35.1 282 40.1 259 38.5

前年同月比 、前年同月差 0.0 ▲ 7.6 ▲ 1.9 3.8 ▲ 15.2 ▲ 43 13.5 40 ▲ 10.9 ▲ 33 1.8 5 8.4 20

就職率 37.3 36.9 37.5 36.0

（就職件数／新規求職者数） 1.3 ▲ 0.3 0.6 ▲ 1.5

（注）１．年度の下段は対前年度比。就職率の下段は対前年同月差（ポイント）。

　　　２．「前年同月」「最近の３か月の状況」「当月」の数値の右欄は全数に占める割合。下段左欄は対前年同月比(%)、同右欄は対前年同月差(人)。

第４表　雇用保険の状況

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(月平均) (月平均) (月平均) (月平均)

13,768 13,858 13,859 13,798

0.5 0.7 0.0 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 61 0.1 16 0.2 21 0.1 8 0.1 11

193,322 197,039 197,361 197,419

0.7 1.9 0.2 0.0 ▲ 0.0 ▲ 88 ▲ 0.5 ▲ 927 ▲ 0.4 ▲ 861 ▲ 0.3 ▲ 578 ▲ 0.3 ▲ 661

3,299 3,239 3,069 2,988

▲ 1.4 ▲ 1.8 ▲ 5.2 ▲ 2.6 ▲ 3.7 ▲ 81 ▲ 23.1 ▲ 689 ▲ 15.3 ▲ 371 ▲ 14.8 ▲ 346 ▲ 10.9 ▲ 231

3,055 3,106 3,044 2,984

▲ 2.3 1.7 ▲ 2.0 ▲ 2.0 ▲ 10.9 ▲ 358 7.4 211 ▲ 19.8 ▲ 416 ▲ 10.3 ▲ 199 ▲ 8.2 ▲ 242

受給資格決定件数 842 807 798 802

（一般被保険者） ▲ 4.0 ▲ 4.2 ▲ 1.1 0.5 ▲ 10.0 ▲ 84 ▲ 2.5 ▲ 20 ▲ 22.9 ▲ 156 ▲ 12.2 ▲ 64 ▲ 7.6 ▲ 57

初回受給者数 685 658 635 639

（一般被保険者） ▲ 6.0 ▲ 3.9 ▲ 3.5 0.6 ▲ 8.0 ▲ 43 ▲ 12.5 ▲ 80 ▲ 13.6 ▲ 75 ▲ 16.9 ▲ 93 11.7 58

受給者実人員 2,956 2,828 2,801 2,854

（一般被保険者） ▲ 9.0 ▲ 4.3 ▲ 1.0 1.9 0.8 20 4.7 140 4.8 130 ▲ 2.9 ▲ 80 0.4 10

（注）１．年度の下段は対前年度比。「前年同月」「最近の３か月の状況」「当月」の下段左欄は対前年同月比(%)、同右欄は対前年増減数。

　　　２．受給資格決定件数の４月分～１月分は速報値であり、修正があり得る。

区　　　　　分

被保険者数

適用事業所数

資格喪失者数

　うち正社員

　うちパート

区　　　　　分

資格取得者数

無　 業 　者

離　 職　 者

区　　　　　分

在　 職　 者

雇用保険被保険者数は196,550人で、前年同月に比べ▲661人（▲0.3％）減少し、14か月連続の減少となった。

令和2年1月

令和2年1月

763

24.4

▲ 3.1

令和2年1月

13,774

前年同月

2,641

495

2,117

2,939

752

令和2年10月 令和2年11月 令和2年12月

770 704

2,478 2,186 1,844

就職率24.3%で、前年同月に比べ0.1ポイント下回った。

令和2年10月 令和2年11月 令和2年12月

33.9 34.9 36.9

▲ 1.8 ▲ 2.8 ▲ 1.7

13,760 13,770 13,777

196,739 197,106 197,363

461

558 478 457

2,295 2,061 1,998

3,055 1,688 1,733

792

2,657

197,211

当月

令和3年1月

2,699

当月

令和3年1月

672

24.3

▲ 0.1

当月

令和3年1月

13,785

196,550

1,886

2,697

695

553

2,651

3,102

前年同月

前年同月

就職件数は672件で、前年同月に比べ▲91件（▲11.9％）減少し、10か月連続の減少となった。

令和2年10月 令和2年11月

最近３か月の状況

最近３か月の状況

令和2年12月

848

3,137 2,855

525

最近３か月の状況

新規常用求職者は2,699人で、前年同月に比べ▲403人（▲13.0 %)減少した。

4



第５表　安定所別有効求人倍率（学卒を除きパートを含む、原数値）の推移　

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(月平均) (月平均) (月平均) (月平均)

1.13 1.20 1.27 1.27

有効求人倍率/
前年同月差

1.29 1.34 1.44 1.45 1.47 ▲ 0.02 1.09 ▲ 0.42 1.09 ▲ 0.41 1.17 ▲ 0.35 1.17 ▲ 0.30

有効求人数/前
年同月比

11,172 11,286 11,645 11,610 10,898 ▲ 3.6 8,903 ▲ 25.1 8,823 ▲ 22.5 8,986 ▲ 18.2 9,106 ▲ 16.4

有効求職者/前
年同月比

8,660 8,409 8,093 7,996 7,411 ▲ 2.5 8,151 3.3 8,060 6.0 7,687 6.3 7,812 5.4

有効求人倍率/
前年同月差

0.97 1.06 1.17 1.14 1.29 ▲ 0.01 1.03 ▲ 0.12 1.10 ▲ 0.03 1.21 ▲ 0.06 1.15 ▲ 0.14

有効求人数/前
年同月比

1,019 1,047 1,077 1,083 1,149 1.0 1,035 ▲ 5.8 1,055 2.9 1,049 ▲ 5.2 1,046 ▲ 9.0

有効求職者/前
年同月比

1,056 986 924 950 889 1.4 1,006 5.0 959 5.8 868 ▲ 0.5 906 1.9

有効求人倍率/
前年同月差

0.84 1.00 0.93 0.93 1.05 0.18 0.84 ▲ 0.18 0.93 ▲ 0.08 0.96 ▲ 0.11 0.92 ▲ 0.13

有効求人数/前
年同月比

1,162 1,283 1,162 1,182 1,224 14.9 1,154 ▲ 3.5 1,200 1.3 1,180 ▲ 1.4 1,178 ▲ 3.8

有効求職者/前
年同月比

1,385 1,287 1,256 1,265 1,170 ▲ 4.7 1,367 16.4 1,287 9.3 1,233 10.3 1,286 9.9

有効求人倍率/
前年同月差

0.99 1.11 1.15 1.23 1.22 ▲ 0.07 1.01 ▲ 0.31 1.12 ▲ 0.31 1.17 ▲ 0.26 1.47 0.25

有効求人数/前
年同月比

737 757 761 780 696 ▲ 5.6 660 ▲ 19.8 685 ▲ 17.6 689 ▲ 10.2 888 27.6

有効求職者/前
年同月比

741 681 664 636 570 ▲ 0.5 656 5.3 611 5.0 591 10.3 603 5.8

有効求人倍率/
前年同月差

0.71 0.75 0.82 0.73 0.76 ▲ 0.13 0.61 ▲ 0.11 0.65 ▲ 0.11 0.68 ▲ 0.10 0.75 ▲ 0.01

有効求人数/前
年同月比

1,147 1,165 1,268 1,198 1,189 ▲ 10.7 1,010 ▲ 11.6 1,035 ▲ 9.5 1,018 ▲ 8.9 1,144 ▲ 3.8

有効求職者/前
年同月比

1,625 1,562 1,548 1,646 1,571 5.0 1,646 4.4 1,592 5.5 1,501 4.5 1,517 ▲ 3.4

（注）１．季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和２年12月以前の数値は、令和３年１月分公表時に新季節指数により改定されている。

第６表　全国の有効求人倍率等の状況（学卒を除きパートを含む）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(月平均) (月平均) (月平均) (月平均)

1.39 1.54 1.62 1.55

0.16 0.15 0.08 ▲ 0.07

0.89 1.03 1.13 1.12

0.12 0.14 0.10 ▲ 0.01

3.0 2.7 2.4 2.3

▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 0.1

（注）１．季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和２年12月以前の数値は、令和３年１月分公表時に新季節指数により改定されている。

　　　２．年度欄は原数値。

　　　３．(＊)完全失業率資料出処：総務省統計局労働力調査完全失業率モデル推計値

前年同月

前年同月

有効求人倍率(倍)季調値

前年度差、前月差

完全失業率(％)季調値(*)

高知所

いの所

前年度差、前年同月差

正社員有効求人倍率(倍)原数値

前年度差、前月差

区　　　　　分

須崎所

安芸所

四万十所

 高知県有効求人倍率(季調値） 1.24

全国の有効求人倍率（季調値）は1.10倍で、前月に比べ0.05ポイント増加した。なお、高知県は全国で30番目。

1.13

2.4

0.2

1.51

▲ 0.04

▲ 0.08

令和2年1月

令和2年1月

安定所別の有効求人倍率(原数値）は、高知所1.17倍、須崎所1.15倍、四万十所0.92倍、安芸所1.47倍、いの所
0.75倍となり、安芸所で前年同月を上回った。

区　　　　　分

0.01

令和2年10月 令和2年11月 令和2年12月

令和2年10月 令和2年11月 令和2年12月

0.97 0.97 1.00

0.00

0.86

▲ 0.35 ▲ 0.35 ▲ 0.35

1.04 1.05 1.05

0.00

3.1 2.9 2.9

0.1 ▲ 0.2 0.0

0.80 0.83

当月

令和3年1月

1.06

当月

令和3年1月

1.10

0.05

0.87

▲ 0.26

-

最近３か月の状況

最近３か月の状況
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<用語の解説>
●求人倍率
求職者に対する求人数の割合をいい、「新規求人数」を「新規求職申込件数」で除して得た「新規求人倍率」と、
「月間有効求人数」を「月間有効求職者数」で除して得た「有効求人倍率」の２種類がある。

●新規求職申込件数
期間中に新たに受け付けた求職申込みの件数をいう。

●月間有効求職者数
前月から繰越された有効求職者数（前月末日現在において、求職票の有効期限が翌月以降にまたがっている就職
未決定の求職者をいう。）と当月の「新規求職申込件数」の合計数をいう。

●新規求人数
期間中に新たに受け付けた求人数（採用予定人員）をいう。

●月間有効求人数
前月から繰越された有効求人数（前月末日現在において、求人票の有効期限が翌月以降にまたがっている未充足
の求人数をいう。）と当月の「新規求人数」の合計数をいう。

●就職件数
有効求職者が安定所の紹介により就職したことを確認した件数をいう。

●就職率
求職者に対する就職件数の割合をいい、「就職件数」を「新規求職申込件数」で除して算出する。

●パートタイム
１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の１週間の所定労働時間に比し短い者をい
う。

●正社員
パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者をいう。

●季節調整値
雇用失業情勢（有効求人倍率）等については、月によって稼働日数が異なったり、正月や年度末の決算などの社
会習慣、制度等の影響があったりし、単純に比較できません。季節調整値はこれら月々の変動の季節的要因を除
去し推計した値であり、次の計算方法で算出します。

原数値 ÷ 季節指数 × 100
職業安定業務統計で使用する季節調整法は「センサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA)」を用いています。これにより、曜
日変更の変化や閏年の影響等のカレンダー要因を除去した算出が可能となります。

※季節調整値替え
向こう1年間の季節指数を暫定的に決めますが、1年が経過し、全てのデータが揃った段階で、過去にさかのぼっ
て季節指数を計算し直すことになり、併せて新たな向こう1年間の季節指数を計算します。このため、既に公表し
た数値を改訂することがあります。
これを季節調整値替えといい、職業安定業務統計では毎年1月分の公表時に行っています。
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（注）１．「業務実績」は、令和２年４月からの累計数字 
　　　２．「雇用保険受給者の早期再就職件数」は、基本手当の支給残日数を所定給付日数の３分の２以上残して早期に
　　　　　再就職した者の件数で、業務集計の都合で２か月遅れでの公表となります。

（１月）

168

275

132

高知所（香美出張所を含む） 2,269

須崎所 276

1,531

179

いの所 1,009

雇用保険受給者の早期再就職件数

193

第７表　令和２年度　ハローワークのマッチング機能に関する業務実績状況

いの所 326

業務実績

7,142

4,561

481

720

392

988

四万十所 319

安芸所

3,358

648

2,310

目標値
（令和２年度）

業務実績

四万十所 817

安芸所 458

619

333

高知所（香美出張所を含む） 6,968

須崎所 595

5,051

426

いの所 1,416

充足件数（常用） 9,847 7,077

安芸所 556

高知所（香美出張所を含む） 6,428

須崎所 702

就職件数（常用） 10,072

四万十所 970

目標値
（令和２年度）

区　　　分

（11月）
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高知労働局職業安定部職業安定課

高知県正社員有効求人倍率等（原数値）の推移

高知県有効求人倍率等（季調値）の推移
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